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ウェブサイトから申し込みください。

申込締切 :令和８年9月７日 (月 ) 1 8 : 0 0

令和８年度 成年後見制度利用促進体制整備研修申込サイト

h t t p s : / / jma r - f o rm . j p / r 8 k o u k e n /

株式会社 日本能率協会総合研究所

福祉・医療政策研究部

TEL：03-6435-7768

（平日10:00～17:00）

E-mail：seinenkoken@jmar.co.jp

担当：河野

9月14日（月）9時20分～【1日目】

時 間 １日目 プログラム

9：00～ 入室開始

9：20～9：25 オリエンテーション

9：25～9：30
[挨拶 ] 厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課

成年後見制度利用促進室

9：30～16：30

 (途中休憩あり）

・意思決定支援
の基本

・相談における
権利擁護支援の
課題分析

・市町村申立て
と地域連携ネッ
トワーク

講義・演習（グループワーク）

[講師 ]

●水島 俊彦 氏
日本司法支援センター(法テラス)本部

シニア常勤弁護士

●本間 奈美 氏
一般社団法人SADO Act 代表理事

●中 恵美 氏
金沢市地域包括支援センターとびうめ

センター長

●福島 健太 氏
日本弁護士連合会 高齢者・障害者権利

支援センター 事務局長

●安藤 亨 氏
豊田市福祉部よりそい支援課

地域共生・社会参加担当長

16：30～16：35 まとめ・振り返り

●市区町村及び中核機関職員に求められる基礎的知識や具体的役割の理解  

Zoomを利用した開催となります。パソコンなど、参加に必要な機器等の準備、
接続等は、参加者様ご自身でお願いします。※参加者同士のグループワーク有

お申込完了は受講決定ではありません。受講可否については
申込み後に返送される控えメールにてお知らせいたします

オンライン開催

●市区町村職員 ●中核機関職員 ●社会福祉協議会

「相談を受けたとき、どのように支援を考えればよいのか」 成年後見制度と

権利擁護支援の基礎を学び、具体的な事例を通じて、 意思決定支援や課題分

析、地域の関係機関との連携について考えます。 日々の相談支援と地域の取

組につなげる機会として、皆さんのご参加をお待ちしております。

【 基礎研修 】 のご案内

主な内容

お
申
し
込
み

お
問
い
合
わ
せ

オンライン

無料開催

中核機関の役割の理解
にも役立つよ定員（先着）600名

成年後見制度利用促進体制整備研修

対 象 ●各種相談支援機関（地域包括支援センター、基幹相談支援センター等）

開催方法

9月29日（火）9時25分～【2日目】
2026年

◆成年後見制度利用促進、権利擁護支援の基本を理解 ◆演習を交えた参加型、双方向型のプログラム など

（中核機関になる予定、見込みの職員を含む ※中核機関未整備の市区町村及び市区町村社会福祉協議会等の職員も対象です）

●市区町村と関わりのある専門職（アドバイザー等） ●都道府県職員・アドバイザー 等

時 間 ２日目 プログラム

9：00～ 入室開始

9：25～9：30 オリエンテーション

9：30～16：45

 (途中休憩あり）

・市町村におけ
る協議会運営

・権利擁護支援
の広報

・権利擁護支援
の相談支援機能
（権利擁護支援
の検討に関する
場面）

講義・演習（グループワーク）

[講師 ]

●井上 雅哉 氏
社会福祉法人 鯵ヶ沢町社会福祉協議会

常務理事

●石垣 裕美 氏
立川市保健医療部 高齢政策課

住宅支援係 係長

●住田 敦子 氏
特定非営利活動法人

尾張東部権利擁護支援センター

センター長

●駒田 拓朗 氏
社会福祉法人 京極町社会福祉協議会

事務局長

16：45～16：50 まとめ・振り返り
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